


















のL8.4%が年齢に関係な くいつまでも働 き続けたいと考 えている。一方、定年制は依然 とし
て雇用終了局面における重要な制度として存在 している。働 き続けたい人がいながら、定年
によってその希望が満たされないとしたら、r個人にとっても社会にとっても損失 となる。働
き甲斐、生 きがいが得 られない、あるいは収入 を得られない(ま たは大きく低下す る)と な
れば問題は深刻である。 また、適切に労働力を活用できないことは国家的な損失であるとさ
えいえるであろう。こうした状況 を考えたとき、定年制度に対 して改めて目を向けてみ るこ
.とは重要であると考える
。
矢野(2005)は、「労働 市場、企業組織 労働法の.三者関係 は相互規定性をもっている」
とし(209p>、定年制に関す る議論 としては、法解釈論、法政策論がな されてきたとしてい
る(210p)。本稿は、定年制度に関する近年の議論を トレースしてその今 日的位置 を確認 し、
組織において人的資源管理の議論 をする側は今何を受け,r.めるべ きか(規 定 されうるものは








本件55歳定年制は、満55歳の到達によ り被告会社又は労働者のい"れ のw一 者の意思
表示なくして当然に雇用契約 を終fさ せる制度であり、被告の原告に対する前記定年退職
予告の意思表示は、定年によって雇用契約が終.了す.る旨の.通知にすぎないもの と解するの
が相 当である(ア ール ・エ フ ・ラジオ日本事件.東 京地判平成6年9月29口)(下 線筆
者〉。
























義 ・成果主義によって置 き換えられた場合には、.定年は従業員に どっては格別メ.リッ トのな
い制度 と化 し、合理性を失うこ.ととなる」(431p)というように、合理性に留保条件をつ け
ている解釈 もある。判例においても.、定年制度が.今後も存続 し続ける(合理的なものとされ
つづける)と は必ず しも言えないであろう。ただ し、「定年制度」 とい う.言葉の定義づけ自
体 は受け入れ ざるを得ないと考 える..(「当然」 に、 というところは、あ.くまでも解雇の意思
表示 が必要な 「解雇」制ではなく定年 「退職」制であるという意味合いで使 うのであり、.退
職するのは当たり前、 という意味で 「当然J.ということではない と考 える)。本論において


















義務関係 として確立 されたということであり.,定年制 と密接に結びつ く年功序列型賃金体系
も企業.名団体交渉の積み重ねの中で定着 したとする。すなわ.ち戦後定年制普及を支 えた要素
として、労働組合の協力ないし容認があったとす るものである。この指摘は佐口の指摘 を




②定年延長の時代(昭 和30年 代 後半～50年 代)

















管理調査 労働省)、1986年(昭ail6t)の高 年齢 者雇用安定法施行により60歳以上定年年
齢が努力義務化され、徐々に改善 されていく。199E年(平成4)に は60歳定年が7割 を超






























ルける」 ことなく長期間働 き続 けさせることを可能 とするために、労働者 を会社に対す る
「貸 し手」 とする方策を考えた。若年期は給与を限界生産力(い わばその労働者の実際の貢
献分)以 下としておき、一定期間の後は金利 を加え.て払 う1.つまり、高年になると限界生産
力以上の見返りを出すというものである。定年は勤労期間全体で.見たときに、働き分と支払
い分が等価 になるように設定 しておくのが理想となる。労働者がズル けた場合に退職すると
すれば、貸 し分が戻 らなくなることか.ら、会社にb続:け..るインセンテ ィブになる、というこ
とになる。清家 ・山田(2004)は、加えて企業は賃金が限界生産力を.ヒ回った時点か ら、そ
こか ら定年までの賃金 と限界生産力の差額分の退職金を支払って も.、この従業.員を退職 させ
たいという動機 をもつ(120p)としている(a:。
...F.述の議論については批判 もある。野村.(2007)はラ.ジア両のい うズルけること(原文で
















齢以外の基準」による解雇権の拡大 と、年功的処遇の見直 しが必要だが、それは経済分析 の
観点か らPJ能か④定年制と引き換えに拡大する 「解雇権」の基準は何か、といったことを挙
げている。法政策的な視点か らの批判 としては、大内(2007>.があげられる。.大内はζ定年
制}を「差別」 と捉えることに疑問を呈 し、法的に年齢差別を禁止ずる規定はな く、判例 も年
齢差S9という観点か らは定年制を論 じてはいないとする。定年制を撤廃 した場合、解雇権 と
の関係.上能力重視主義 となり、能力の不足 しがちな高齢者の解雇 を容易にする可能性 もある
と指摘する。その上で、年齢に関係なく働ける社会 という考 え方は舶来の 「思想」で 日本 に
根付 きそうにはないと し、定年制は高齢者に.対する年齢r差 別」.ではない、と結論付けて い
る。















60歳定年 を基盤 として、65歳までの継続雇用 という現状(当 時)の 政策.体.系を強化、 イ)
65歳定年制の実現、 ウ)年齢に関係なく働 くことので きる 「エージレス社会」の実現、とい







② 高齢者 が参加す る経済社会.とそれに対応.した労働市場の展望 と課題≒ 活力 ある高齢
化(.アクテ.イブ ・エージング).の爽現 を 昌指1して一.(1999.年10月)
労働省(当 時〉による 「六五歳現役.社会政策ビジ ョン研究会」.が出した報告書である。「定
年制の在 り方と年齢差別禁止 との関係」という項目において、定年制の意義 と今後のあり方
.について、「(前略)わ が国の定年制は、定年によつて雇用が終..r又は中断するという側面 に
加 え、定年,iｰまで高齢者の雇用機会を確保す るという役割を実質的に果たしてきてお り、
この点に十分留意する必要がある。(中略)現 時点においては、x年 制が高齢者の雇用機会
の維持 ・確保に貢献 している側面を無視するわけにはいかず、その性急な見直 しを避けるこ
とが適当である。」(pp.1〔X11、下線筆者).としている。定年制の雇用機会確保(雇 用保障〉
の側面 を重視 し、定年制を維持する方向で考 えて.いる。 さらに報告書は 「定年の引き上げ等
による65歳までの雇用の確保」 といいう 項.目.:にお::いて は、 「個々の企業において、定年の段
階的な引一r.げ、.定年後の雇用継続制度..ある.いは他企業への再就職 あっせん等により、働 く





.本報告では、65歳ま.での雇用.確保の手段 として、他企業へ.の再就職あつせん を...・方策 と
して上げていることが特徴的である,ま た、法律による.強制は避けるべきともしている点が
'/さ れる。
③企 業退職者の社会参加 を.促進するシステム作 りを一ア クテ ィブ.・エージングに関 す
る議aA9のとりまとめ一.(1999年1.O月.)...
労働省(当 時)「アクティブ ・エー.ジン.グに関する懇.談会J.により取 りまとめられた報告
書である。「雇用 ・就業の促進」と言 う項 目において、.「将来的には.、高齢者が、意欲 と能力
がある限り年齢に関わ りな く働 き続.けるこ.とがで きる社会を実現 してい くこと.が必要であ









経済iF画庁(当 時)の 「雇用 における年齢差別禁 「1:に関する研究会1に よるものである。
欧米でみられる年齢差別禁止手法の日本への導入可能性 を議論 し、報告書ではその論点 を整
理 している。年齢にとらわれずに能力を発揮できる.社会を実現するための阻害要因 として定
年制を捉 え、同制度が、年功賃金篇 と長期雇用という長期慣行における終了制度 として不 可









⑤誰 もが年齢 にかかわ りな く能 力 を発揮 して働 くこ とがで きる社会 の実現 に向 けて
(2003年1月)


























いは雇用継続 を選択肢 として示 している点が特徴と言える。
⑥今 後の高齢者雇 用対策 について～雇用 と年金の接続を目指 して～(2003年7月)
厚生労働省 「今後の高齢者雇用対策に関する研究会」の報告書である。高齢者雇用対策の
基本的な考え方 とい う項目において、欧米で見 られる年齢差別禁止について検討 している。
その中で、ア)日 本のように年齢に代わる基準が確立 されていない中で、直ちに年齢差別禁








までの 「法定定年年齢に基づく60歳定年ailを基盤 とし、65歳までの多様な形での雇用 ・就
業を推進す る取組」 から、「各企業における定年年齢の引上げを基本 とした取組による65歳






総理大臣の諮問に応 じて内閣府内に設置 された会議である。規制改革 ・民間開放推進会議
3ヵ年計画が策定され、2004年3月iy日に閣議決定 されている。この中では、「中長期的に
は、年齢制限そのものを禁止することについてもその可能性を検討する」 となっている。 し














2005年に発表 された同名の方針を廃止 し、新たに策定 されたものである。この中で.「雇
用管理の改善の研究等」という項 目において、年齢差別禁止 という考 え方について高年齢者
の雇用促進の観点から検討 を深めると.し.てい:る.。.ま、た▽ 「年.齢にかかわりなく働 き続けるこ
とができる社会の実現に向けた取組」.という項 目では、「意欲 と能 力のある限 り年齢にかか
わりなく働 き続けることができる.社会の実現を目指すため、.65歳までの高年齢者雇用確保措













度の再検討は当初は65歳定年缶腔 意識 していたよ.うである(①)が 、定年制の雇用保障機
能 を重視 し、何 らかの方(firによる65歳までの雇用という形へと論調ば変化していく..(②)。















戦後形成 された定年制度の中心的な意義は雇用保障と雇用調整であ り、前者を重視 して制






政策論 としては定年制の廃止に関 して、定.年制を.な.く.すべきとの議論と、右考え方に対 し
て批判的な議論 とがあるが、最終的な決着がついたわけではない。また、政府 レベルでの議
論における推移からすると、廃i允に関する議論 自体が立ち消えたかのようになっているもの





個々の組織に任せ、個別に高齢者を活用する方策を打ち出 していくことを促 しているとい う
解釈は可能である。大内(20tG)も雇用シ.ステムには変化は必要で、今度の課題のひ.とつ と
して考えるべ き問題 は高齢者の有効活用であり、これは企業の人事管理上の課題zあ るとし











年金制度 といった諸要素が関連 し、複雑に絡み合 っているだけに、なかなか解決の糸口を得
にくい印象があるが、むしろ、人的資源管理の'i}で!ik功事例や独自の諸施策を提示するこ
とで、法や制度、政策が後からついて くる、 という可能性があり、今はそのステージにある
と考えられる。諸施策は、組織によって定年廃止 による場合 もあれば、定年制をきっち り形
成 し、それを守 るという形 もあるかも しれない、,少なくとも、定年制、より広 くは高齢者の
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